
こども家庭庁長官

渡辺由美子殿

近年、35歳以上の高齢出産の割合は全体の3割を超え、りスクの高い妊産婦が増加して

います。また、地域のつながりの希薄化、育児の孤立化、育児不安や産後うつ等の課題が

山積しており、母子の心身に関する問題を包括的に捉えた関りが求められます。

こども家庭庁」の創設に伴い、各府省庁に分かれているこども政策に関する総合調整

権限が本化されますが、安心・安全・快適にこどもを産み育てるための環境を整備する

ためには、医療、保健、教育、福祉等における施策の相互,周整を図る必要があり、厚生労

働省、文部科学省、その他関連府省との連携が欠かせません。

すべての母子が、適時・適切な支援を切れ目なく受けることのできる政策の実現に向

け、健康と生活支援双方の視点を持つ看護系技官の配置が必要であり、省庁の垣根を超え

た連携・調整を行うためには少なくとも課長級とすることが必要です。

令和6年度予算案の編成にあたっては、特に以下の事項につきまして、必要な施策の実

現を図られますよう、格別のご高配を賜りますよう要望します。

令和6年度予算・政策に関する要望書
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0 母子の健康関係施策を調整する課長級の看護系技官の配置

重点要望事項



〇母子の健康関係施策を調整する課長級の看護系技官
の配置

⚫ 「こども家庭庁」に、母子の健康に関する様々な施策を
総合的に調整する課長級の看護系技官を配置された
い。

・母子の健康に関する施策は、複数の省庁にまたがっている。

・成育基本法や母子保健法の一部改正等により求められている
「切れ目ない支援体制」の実現に向けて一体的に対応するためには、
「こども家庭庁」と厚生労働省の周産期医療、女性の健康や労働安全衛生、
文部科学省の学校保健、健康教育など関連部門と連携を図る必要がある。

・こうした施策についての連携・調整の担当には健康と生活支援の双方の
視点を持つ看護系技官が適任であり、省庁の垣根を超えた連携・調整を
行うためには少なくとも課長級とすることが必要である。

公益社団法人 日本看護協会 1



母子の健康に関する施策を調整する看護系技官の配置イメージ

公益社団法人 日本看護協会

出典：子ども家庭庁組織体制の概要
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kodomo_seisaku_suishin/pdf/r5_taisei_gaiyou.pdf
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母子の健康に関する様々な施策
を総合的に調整する（課長級）

「こども家庭庁」

母子の健康に関する様々な施策を
総合的に調整し、連携する

母子の健康に関する施策
を調整する看護系技官

（企画官級）
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